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図－2 中心市街地人口 
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地方都市の中心市街地の土地利用の変化にみるまちなか居住に関する研究 
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1. はじめに 

(1) 本研究の背景 

近年、日本の地方都市における中心市街地の衰退がみ

られるようになった。これまでの中心市街地は経済活動

や文化活動など、地域社会の中心として様々な役割を担

っていた。しかし、モータリゼーション化や郊外の大規

模店舗の進出などに伴い都市の形態は変遷を遂げ、まち

なかの土地利用は変化し、非効率的で低密度な市街地が

薄く広く散在する都市構造になることが予想されるよう

になってしまった。現状としても、都市のサービス機能

は拡散しており、中心市街地の居住人口は減少傾向にあ

る。‘暮らしやすさ’という観点からみても都市の衰退が

深刻化していることは明らかであり、その再生は都市に

おける課題となっている。 

土地利用の変化に関する研究はいくつかみられ、日本

の大都市を扱ったものや地方都市圏を対象にした研究な

どがあり、そのメカニズムなどが明らかにされている¹⁾²

⁾。佐賀市における研究では、郊外スプロールに関するも

のや地価や駅を核とした中心性に関するものなどがある

が、土地利用の変遷から中心市街地をみている研究はな

い。地方都市の中心市街地の衰退が目立っているなか、

その実態を把握し、再生していくためにも、土地利用の

観点から人口の変動を考察し、衰退の現状を探ることは

意義のあることであると思われる。 

 

(2) 本研究の目的と手法 

 本研究では佐賀市の中心市街地を対象地区とし、人口

の変動や土地利用の変化から空間レベルで地区の現状を

把握することから、1)地方都市の中心市街地の土地利用の

変化を明らかにすること、2)まちなか居住という視点から

地方都市の衰退の現状を把握することの 2 点を本研究の

目的とする。 

 主な方法は、郊外化がおこりはじめた 1971 年と佐賀市

の中心市街地が賑わっていたとされる 1985 年、現在(2005

年)の土地利用を GIS にデータ化し、土地利用の状況を比

較していく。 

2. 対象地区の概要 

(1) 対象地区の位置 

 佐賀市の中心市街地は

その南部に位置しており

24 町丁目で構成される

約 1740km²をその区域と

して指定されている(図

－1)。この 24 の町丁目に

北より A～X と名前を付

ける(以下、エリア A～X)。 

(2) 人口の変化 

人口の変遷を

みてみる(図－2)。

1980 年代にはお

よそ 1 万人が中

心市街地に定住

していたが、2000

年まで減少の一途を辿り、現在の定住人口は 7000 人程度

になっている。ここ数年は微増の傾向があるが、駅周辺

および中心市街地でのマンションの建設の影響が考えら

れる。マンションの居住者は 30 代、40 代の夫婦とその家

族が多く、移動手段のある世代は郊外に通勤したり買い

物に行ったりする傾向にあるため、一概に良いとは言え

ない。中心市街地に住んでいる人が、中心市街地のエリ

ア内で都市活動を営むことのできる都市構造の整備が必

要であろう。 

(3) 土地利用の変化 

1971 年 と

1985 年、2005

年の土地利用

の面積の割合

を比較する(図

－3)。1971 年

では、商業施設や住宅の面積が中心市街地の多くを占

めていたことがわり、現在よりもさまざまな用途が中心

市街地エリア内に存在していたことがわかる。施設の減

 

図－1 中心市街地エリア  
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少が目立つなか、駐車場の増加は著しい。これは、モー

タリゼーション化に伴い、駐車場を中心市街地にも設置

したことが影響しているのであろう。低密度な都市は商

店街のコミュニティや歩く楽しみを崩壊させる。駐車場

の立地と都市の衰退は悪循環を生み出してしまったので

はないだろうか。 

 

3. 中心市街地の都市構造 

(1) エリアにみる土地利用の変化にみるエリア特性 

3 時点において、各種施設の土

地利用の増減を基にクラスター

分析を行い、グループ化した(図

－4)。分析方法は Ward 方、平方

ユークリッド法を使用した。3

時点におけるグループの特徴を

示す(表－1)。どの時点において

も、各グループの特徴は同様で

あったが、密度は低下していた。また、現在に近付くに

つれ、駐車場の占める割合が高くなっていた。 

 

 

 

 

 

(2) 人口の変化と土地利用の変化 

各エリアの人口の増減をみて

みる(図－5)。人口も全体的に減

少していることが分かる。人口

が増加しているのは、エリア B、

C、T であり、エリア B、C につ

いては駅周辺のマンションの立

地が関係していると思われる。

また、エリア T についても住宅の

数は減っているにもかかわらず人口は増加しているので、

共同住宅の立地が伴っているのだと思われる。 

 

 (3) 人口構成と土地利用 

 高齢者の割合を図－6に示す。全体的に 65 歳以上の人

口が占める割合が高い。65 歳以上の人口が占める割合が

小さいエリアは北側に存在している。そこは、商業、業

務施設が減少しているエリアであることから都市機能が

衰退しているエリアの居住者は、エリア特性に依存して

いない可能性が示される。一方、

65 歳以上の占める割合が大きい

エリアは南側に存在している。

そこは商業施設と病院・福祉施

設が増加しているエリアの周辺

である。移動手段の少ない高齢

者にとって必要な施設が、隣り

合ったエリアに存在している。やはり、高齢者にとって、

近隣に都市のサービスが存在していることは重要なので

あろう。 

 

4. まとめ 

1)地方都市の中心市街地の土地利用は、生活を営むうえ

での必要な都市施設が減少していることが明らかになっ

た。一見、施設の減少と駐車場の増加は比例関係にある

と思われるが、そのような関係は必ずしも成立せず、あ

る程度の都市機能が存在しないエリアでは、駐車場も必

要ないこともわかった。 

2)衰退が進んでいるので、まちなかに住み、中心市街地

内で生活を営むことは困難であり、このことが人口の減

少に繋がっていることが明らかになった。特に、移動手

段の少ない高齢者にとっては暮らしにくい都市構造にな

っている。また、まちなかに住んでいる若者は、中心市

街地の都市構造に依存せず、他のエリアで生活している

のではないかと思われる。 

 

5. おわりに 

 本研究では、土地利用の変化から中心市街地の衰退を

みてきた。しかし、各年の状況把握にとどまっており、

どのような変化を遂げたのかまでは把握できていない。

今後は、変化のパターンを見出すことと、その結果をふ

まえ、どのように再生していくべきかを検討していく必

要があるだろう。 
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図－4 グループの位置

（2005 年） 

図－5 人口の増減 

(1985-2005 年) 

図－6 高齢者の割合 

 
特徴

1 商業施設、住宅共に割合の小さい

2
商業施設、住宅の割合がやや大きく、
他のグループに比べ病院の割合が若干大きい

3 商業施設、住宅の割合が大きい

グ
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表－1 グループの特徴 
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